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自由権規約委員会による事前質問(CCPR/C/JPN/QPR/7)

公表後の重大問題に関する特別報告一外国籍者の公務

就任権に関し適切な対応を採ることについて（参考）

当連合会は，添付書類1のとおり標記報告を取りまとめ， 3月22日付けで国連

自由権規約委員会に提出しております。

つきましては，御参考までに送付申し上げます。

添付書類

1 自由権規約委員会による事前質問(CCPR/C/JPN/QPR/7)公表後の重大問題に

関する特別報告一外国籍者の公務就任権に関し適切な対応を採ることについて

（英語版）

2 自由権規約委員会による事前質問(CCPR/C/JPN/QPR/7)公表後の重大問題に

関する特別報告一外国籍者の公務就任権に関し適切な対応を採ることについて

（日本語版）
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自由権規約委員会による事前質問(CCPR/C/JPN/QPR/7)に掲載

されていない重大問題に対する特別報告

一外国籍者の公務就任権に関し適切な対応を採ること

について

2021年（令和3年) 2月18日

日本弁護士連合会

第1 日本政府に求める勧告の内容

任権に対する国籍要件を緩和し，定住外国人に対し， より

べきである。

住者'であって， 日本国籍を有しない者が公務員になろうと

，原貝Iとして，公務就任権を保障すべきである。

における民事調停委員及び家事調停委員並びに司法委員及

用について，公権力の行使を理由として外国人を採用しな
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を改め， 日本国籍の有無にかかわらず，等し く採用すべきであ
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第2外国人の公務就任の現状 ，

1 日本の法律には，一部の例外を除いて，外国人が公務員に就任することを禁

止する規定はない。公務員には，国家公務員と地方公務員があるが，公務員た

る資格として日本国籍を必要とする旨の規定は，憲法上はもちろんのこと，国

家公務員法，地方公務員法にもない。

それにもかかわらず，国家公務員の場合，国家公務員法よりも下位に位置付

けられる人事院規貝'1 （8－18第9条）が日本の国籍を有しない者は，採用試

験を受けることができないとし，地方公務員の場合は，行政庁である旧自治省

が，公務員の当然の法理に照らして，地方公務員の職のうち公権力の行使又は

地方公共団体の意思の形成への参画に携わるものについては， 日本国籍を有し

ないものを任用することはできないとしている2．

2 日本政府は，公権力の行使又は公の意思の形成への参画に携わる公務員とな

’ 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法に定め

る特別永住者をいう。

2自治公第28号（1973年5月28日付け）
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るためには日本国籍を必要とし，外国人の公務への就任を制限してきた。 しか

しながら，法律による規定もなく，公権力の行使又は公の意思の形成への参画

という暖昧かつ広範過ぎる概念によって公務就任権という重要な権利を制約す

ることは法治主義に反し，違法といわざるを得ない。具体的な職務内容を問題

とすることなく，一律に就任を拒否することは憲法第14条（法の下の平等)，

憲法第22条（職業選択の自由）及び自由権規約第26条（法の前の平等）に

反している。特に特別永住者の中には，戦前日本国籍を有していたにもかかわ

らずサンフランシスコ平和条約発効とともに日本国籍を喪失させられた者がい

たという歴史的経過に配慮しなければならない。

第3公立中学校・高等学校の教員についての差別及び外国籍公務員の管理職就任

差別

1 1982年，大学教員についての特別法が制定された3。これにより，外国籍

者も大学教員となる資格を得た。

しかし， 日本政府は，同法の制定と同時に，高等学校以下の学校については

従来の取扱いを変更しない旨の行政通知4を発した。この行政通知によれば，高

等学校以下の学校においては，校長や，教頭等に外国人は就任することができ

ない。 日本政府の見解によれば,校長や教頭の業務は権力的な公務であるから

である。

この見解は，現在まで維持されている。そのため，大学（国公立，私立を問

わない｡）や,私立の中学校や高等学校では，外国籍者は校長に就任できるが，

国公立の中学校や高等学校では， 「常勤講師」 とされ， 「教諭」にもなれず，管

理職や校長に就任できないという状況が継続している。このように，外国籍教

員は管理職になることができない「常勤講師」 としてのみ採用され，昇級等で

も不利益を受けているのが実態である。

当連合会は, 2012年3月，文部科学省及び神戸市教育委員会に対し，外

国籍教員を「教諭」 として採用し，管理職にも昇進できるようにすべきと勧告

している5．

3国立又は公立の大学における外国人教員の任用等に関する特別措置法，現・公立の大学にお

ける外国人教員の任用等に関する特別措置法

4平成3（1991)年3月22日付け文教地第80号各都道府県・指定都市教育委員会宛て

文部省教育助成局長通知「在日韓国人など日本国籍を有しない者の公立学校の教員への任用に

ついて（通知)」

5当連合会「外国籍教諭の役職任用撤回に関する人権救済申立事件（勧告)」 （2012年3月

6日付け）
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2 管理職となるための試験の受験拒否

2005年1月26日，最高裁判所は，在日韓国・朝鮮人の地方公務員によ

る訴えを棄却した6．この地方公務員は，地方公共団体である東京都に雇用され

る保健師であったが， 日本国籍を持たないことを理由に，東京都の管理職選考

試験を受験すること自体を拒否された。

この地方公務員は1950年生まれであり，出生時には日本国籍を有してい

たが， 1952年4月28日，サンフランシスコ平和条約の発効で通達により

一方的に日本国籍を剥奪された。 この地方公務員の父は朝鮮籍，母は日本人で

あった7．最高裁判所は， これらの事情を考慮せず，東京都による選考試験の受

験拒否を合法と判断した。

当連合会は，前記最高裁判決に対して， 「都が一律に管理職への昇任の途を閉

ざしたことを是認することは，在日外国人，特に特別永住者の法の下の平等，

職業選択の自由を軽視するものであると言わざるを得ない｡」 と指摘した8。

第4最高裁判所による外国籍調停委員，司法委員，参与員に関する差別

1 2003年3月，兵庫県弁護士会が,神戸家庭裁判所に同会所属の韓国籍の

弁護士を家事調停委員候補者として推薦したところ，その採用を拒否された。

2006年3月には東京弁護士会が同会所属の韓国籍の弁護士を司法委員に推

薦したところ，その採用を拒否され, 2011年12月には岡山弁護士会が同

会所属の韓国籍の弁護士を参与員に推薦したところ，同じように採用を拒否さ

れた。 このように, 2003年から外国籍者の調停委員，司法委員，参与員の

司法参画が閉ざされた状態が続いている。 これらに対し，各弁護士会は外国籍

者の調停委員， 司法委員参与員の選任を求める総会決議等を採択し， 当該決

議書等を最高裁判所に送付している。

2 2008年9月， 当連合会から最高裁判所宛てに，調停委員及び司法委員の

採用について日本国籍を必要とする理由について照会したところ9, 2008年

https://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/hr_case/data/2012/complaint_120306

.pdf

6平成10年（行ツ） 93号

7t記判決には次のとおり付言されている。 「被上告人は日本人を母とし， 日本で生まれ，我

が国の教育を受けて育ってきた者であるが，父が朝鮮籍であったことから， 日本国との平和条

約の発効に伴い，本人の意思とは関係なく日本国籍を失ったものである｡」

8当連合会「東京都管理職選考国籍条項訴訟大法廷判決に関する会長談話」（2005年1月
28日付け）

https://www.nichibenren.or.jp/activity/document/sta.tement/year/2005/2005_O1.html

9当連合会は最高裁判所宛てに2008年9月25日付けで「日本国籍を有しない者の司法参
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10月14日付けで最高裁判所事務総局人事局任用課から｢照会事項について，

最高裁判所として回答することは差し控えたいが，事務部門の取扱は以下の通

りである。」として，法令等の明文上の根拠規定はないとしながらも， 「公権

力の行使に当たる行為を行い， もしくは重要な施策に関する決定を行い，又は

これらに参画することを職務とする公務員には， 日本国籍を有する者が就任す

ることが想定されていると考えられるところ，調停委員及び司法委員はこれら

の公務員に該当するため，その就任のためには日本国籍が必要と考えている。 」

との回答があった｡

3最高裁判所規則において，調停委員については， 「弁護士となる資格を有す

る者，民事若しくは家事の紛争の解決に有用な専門的知識経験を有する者又は

社会生活の上で豊富な知識経験を有する者で，人格識見の高い年齢四十年以上

七十年未満」であることを任命される資格として定めており101国籍要件の記載

はない。司法委員及び参与員についても同様である。それにもかかわらず，国

籍等を理由に採用を認めないのは法律に定めのない事項を理由とするものであ

り，法治主義に反すると言わざるを得ない｡特に，弁護士については，法律紛

争の解決を専門とする者として当然に紛争解決に必要な専門知識を有するもの

と位置付けられており，まして国籍が問題となる余地はない。

4調停制度の目的は，市民の間の民事・家事の紛争を， 当事者の話合い及び合

意に基づき，裁判手続に至る前に解決することにある。また，市民の調停委員

及び司法委員の本質的役割は，専門的知識若しくは社会生活の上での豊富な知

識経験を生かして， 当事者の互譲による紛争解決を支援することにある。調停

委員の役割は，あくまで当事者間の話合いを仲介し合意に達するように支援す

ることである。当事者の合意が得られない場合には調停は不成立となり，調停

委員が一方的に判断を下すことはない。司法委員及び参与員についても同様で

ある｡したがって，調停委員,司法委員及び参与員の職務について，単なる調

整機能でしかなく公権力の行使を担当する公務員であるということはできな

い。 2010年10月，大阪弁護士会の調査において, 1974年1月から1

988年3月までの問，同弁護士会所属の中華民国籍の弁護士が民事調停委員

に採用されていた先例が判明した。それにもかかわらず，最高裁判所は,現在

においても各弁護士会が推薦した外国籍弁護士の採用を拒否し続けている。

5 日本には，サンフランシスコ平和条約の発効に伴う通達によって日本国籍を

〆

加状況（照会)」 と題する照会を行った。

'0最高裁判所ウェブサイト 「民事調停委員及び家事調停委員規則」

http://www.courts.go.jp/vcms_1f/chouteiiinkisoku2.pdf
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失ったまま日本での生活を余儀なくされた，在日韓国・朝鮮人等及びその子孫

等の特別永住者，定住外国人を始めとする外国人が，社会の構成員として，多

数暮らしている。 これらの外国人が日本の調停制度を利用する機会も多い。こ

のような事件の中には， 当該永住・定住外国人独自の文化的背景について知識

を有する調停委員が調停に関与することが有益な事案も数多く存在する。同様

に，外国人が司法委員及び参与員が関与するような審判事件や裁判事件の当事

者になることも多い。職業選択の自由，平等原則の視点からは，外国籍の調停

委員及び司法委員が， 日本国籍の調停委員や司法委員と平等に事件に関与でき

ることが当然である。当連合会は， 「外国籍調停委員・司法委員の採用を求め

る意見書」 (2009年3月18日付け） 』'を公表し，最高裁判所宛てに調停委

員及び司法委員について国籍の差別なく採用を求める要望書を提出している

'2。また，参与員についても， 「外国籍会員の参与員選任を求める会長声明」 (2

012年2月15日付け） 】3を公表している。

このように，外国人に調停委員，司法委員，参与員就任の途を閉ざすことに

は合理的理由がなく， 自由権規約第26条（法の前の平等）に違反する。

I

第5 人種差別撤廃委員会による総括所見

1 人種差別撤廃委員会は2010年4月6日付け第3回・第4回・第5回・第

6回総括所見において， 「委員会は，調停処理を行う候補者として推薦された

能力のある日本国籍を持たない者が家庭裁判所で活動できるように，締約国の

立場を見直すことを勧告する｡」 （パラグラフ15） 』4と述べている。

また， 同委員会は2014年9月26日付け第7回・第8回・第9回総括所

見において， 「市民でない者に対する差別に関する一般的勧告30 (2004

年）を想起し，委員会は，締約国に対し，能力を有する日本国籍でない者が家

庭裁判所における調停委員として行動することを認めるように， その立場を見

1］当連合会「外国籍調停委員・司法委員の採用を求める意見書」 （2009年3月18日付

け）

https://www.nichibenren.or.jp/library/en/document/data/090318_2.pdf (英語）

https://www.nichibenren;Or.jp/library/ja/opiilion/report/data/090318_6.pdf (日本
語）

12当連合会は最高裁判所宛てに2011年3月30日付けで「外国籍調停委員任命問題につい

て（要望)」 と題する要望書を提出した。

13当連合会「外国籍会員の参与員選任を求める会長声明」 (2012年2月15日付け）

https://www｡nichibenren・or.jp/en/document/statements/120215_2.html (英語）

https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/year/2012/120215_7.html (日本語）

'4CERD/C/JPN/CO/3-6
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直すことを勧告する。委員会はまた，締約国が，長期にわたり締約国に住んで

いる日本国籍でない者に相当の注意を払いつつ，国家権力の行使を要さない公

的な仕事へのアクセスを含む， 日本国籍でない者による公職へのさらなる参画

を促進するために，法的及び行政的制限を取り除くよう勧告する｡」 （パラグラ

フ13） ‘5と述べている。

同委員会はさらに2018年8月30日付け第10b ll回総括所見におい

ても「市民でない者に対する差別に関する一般的勧告30 (2004年）に留

意し，委員会は，締約国に対し,数世代にわたり日本に在留する韓国．朝鮮人

に対し，地方参政権及び公権力行使又は公の意思の形成への参画にも携わる国

家公務員として勤務することを認めることを勧告する｡」 （パラグラフ22），

「市民でない者，特に外国人長期在留者及びその子孫に対して，公権力の行使

又は公の意思の形成への参画に携わる公職へのアクセスを認めること」 （パラ

グラフ34(e))'6と述べている。

2 このように，人種差別撤廃委員会から勧告が出されているように，外国籍

教員が「教諭」になれず，外国籍公務員が管理職になれず，外国籍者が調停

委員，司法委員，参与員に就任できない現状は， 自由権規約一般的意見15

及び同規約第26条の平等原則に違反しており，速やかに是正されなければ

ならない｡

（

第6結論

以上により， 当連合会は自由権規約委員会に対して，第7回日本政府報告書

審査で採択される総括所見において冒頭に記載した勧告を示されるよう，切望

する。
／

15CERD/C/JPN/CO/7-9

16CERD/C/JPN/CO/10-11
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SpecialReportonImportantMattersNotIncludedintheListofIssues

(CCPR/C/JPN/QPR/7)bytheHumanRightsCommittee

- AdoptionofAppropriateMeasuresfbrtheRightofForeignNationalsto

『IakeOfficeasPublicServants

9

Febmaryl8,2021

JapanFederationofBarAssociations

I. ContentofRecommendationstobeRequestedoftheGovernmentofJapan
･ー一一

1.Relaxthenaticnalityrequirementfbrtherighttotakeofficeaspublicservants

andopenthedoorfUrthertolong-termfbreignresidents.

2.GuaranteetherighttotakeoHiceasapublicservant inprincipletospecial

permanentresidentS'whodonothaveJapaneSenationalityiftheyintendto

workaSpubliCservants.

3. ThecourtsshouldrefbrmitspracticeofrefUsingtoappointfbreignnationalsas

civilandfamilyconciliationcommissionersaswellasjudicialcommissioners

andcounselorSonthegroundsthatsuchpoSitiOnsinvolvetheexerciseofpublic

authority,andshouldmakeappointmentsonthebasisofequality, irrespective

ofholdingJapanesenatiOnality.

／

II. CUrrentSituationfbrForeignNationalstoTakeOfficeasPublicServants

l. ⅧthonlyahandfUlofexceptions,JapaneselawsdonotincludeprovisionStoprohibit

appointmentoffbreignnationalsaspubliCservants.Publicservantsarecategorizedas

nationalpubliCofficersandloCalpublicofficers.TherequirementofholdingJapanese

natiOnaliWtobecomeapublicservant isneitherprovidedintheConstitution, the

NationalPublicServiceActnortheLocalPublicServiCeACt.

Despitethefactabove,theRulesoftheNationalPerSonnelAuthority(8-18Article

9),whichisanadministrativestandardholdingasubordinatepositiontotheNational

PublicServiceAct,stateincOnnectionwithnationalpublicoffcersthat"thosewhodo

notholdJapanesenationalitymaynottakeemploymentexaminations.''Withregardto

localpublicservantS,thefbrmel･MinistlyofHOmeAffairswhichisanadministrative

§

ノ

旬

1 SpecialPermanentResidentsaSprovidedfbrundertheSpeCialACtontheImmigrationControlof
InterAlia,ThoseWhoHaveLostJapaneseNationalityPursuanttothelreatyofPeacewithJapan.
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agencystatesthatpursuanttothecommonlyunderstoodprincipleofpublicservants,

thosewhodonotholdJapanesenationalitymaynotbeappointedasapublicservant

engagedintheexerciseofPublicauthorityorparticipationinthedecision-making

processofalocalgovemment2.

2． TheGovernmentofJapanhasrestrictedtheappointmentoffbreignnationalsaspublic

servantsbasedonitsunderstandingthatholdingJapanesenationalityisrequiredfbr

publicservantswhoparticipateintheexerciseofPublicauthorityorinpublicdecision-

makmg.HoweverDwemustsaythatitisagainsttileruleoflawandunlawfilltorestrict

suchanimportantrightoftakingofficeasapublicservantbasedonsuchavagueand

overbroadconceptoftheexerciseofpublicauthorityorparticipationinpublicdecision-

makingwhiletherearenosuchprovisionsoflaws・ ItiscontrarytoArticlel4(Equality

under theLaw) andArticle22(Freedomtochooseher/hisoccupation)ofthe

Const伽tionandArticle26(EqualitybefbretheLaw)ofthelnternationalCovenanton

Civil andPoliticalRightS ("ICCPR") tOdenyemployment unifbrmlywithoUt

consideringSpecificcontentofjobduties・ Inparticulal;considerationmustbegivento

thehistoricalcontextthatspecialpermanentresidents includethosewhohadheld

JapanesenationalilybefbretheWarbutlostth誠statuswhentheSanFranciscoPeace

Tifeatytookeffect.

HI. DiscriminationofPublicSecondary旧ighSchoolTEachersandDiscriminationagainst

ForeignNationalPublicServantsinAppointmenttoManagerialPositions

l. Inl982,aspecial lawconcerningacademicswasestablished3・AcCordinglyjfbreign
，

nationalsarenoWeligibletobeuniversityteachers.

However,atthesametimeastheestablishmentofthesaidAct,theGovernmentof

Japanissuedanadministrativenotice4totheeffectthatexistingtreatmentshallremain

unchangedfbrhighschoolsandhereunder.Accordingtothisadmmistrativenotice,

fbreignnationalsmaynotbeappointedasaprinCipalorvice-principalofahighschool

／

2Jichi-KoNo.28(datedMay28,1973)

3ActonSpecialMeasuresconcernmgNational/PublicUniverSities'EmploymentofForeignTeachers
andOtherMatters;cuITently,theActonSpecialMeasuresconcerningPublicUniversitieJEmployment

ofForeignTbachersandOtherMatters

4Bun-Kyo-ChiNo.80datedMarch22,1991addressedtotheBoardofEduCationofeachPrefecmre/
DesignatedCity:NoticeoftheDirect"GeneraloftheLocalEducationSupportBureauoftheMmistry

ofEducation,ScienceandCulmre-"RegardingAppointmentofPersonsWhoDoNotHoldJapanese

Nationality,suchasZamichiKoreansasaTbachmgStaHMemberofaPublicSchool(Notice)''
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orhereunder.IntheopmionoftheGovernmentofJapan,theofficeofaprincipalor

vice-prinCipalmvoIvestheeXerciseofpublicauthority.

Thisopinionhasbeenmaintaineduntilthepresentday.Therefbre, itremainsthat

whilefbreignnationalscanassumethepostofthepresidentofa(national,publicor

private)universityortheprincipalofaprivatesecOndaryorhighSchOol, theyare

cmployedas @6filll-timelecmrers,"andnoteveneligibletobecome<<teachers,"and

cannotassumeanymanagerialpositionOrthepostofprincipalatanational/public

secondaryorhighSchool.Inthisway,itisamatteroffactthatfbreignnationalteaching

staffSmaybeemployedonlyas6Gfill1-timelecmrers"whoarenoteligibletoassumeany

managerialpositionandsufferdisadvantagesinpromotionaswell,

InMarch2012,theJFBAmadeareCommendationtotheMinistryofEducation,

Culture,Sports,ScienceandTechnologyandtheKobeMunicipalBoardofEducation

toadoptapolicyoffbreignteachingstaffSas @Gteacher"andallowpromotionto

managerialpositions5,

2． RefilsalofApplicationfbrTakinganExaminationfbrManagerialPositions

OnJanualy26,2005, theSupremeCourtdismissedacomplaintbyalocalpublic

servantwhowaS.aKoreanresident6･ThesaidlocalpublicservantwasapubliChealth

nurseemployedbytheTbkyometropolitangovernment,buttheTbkyometropolitan

gove画ⅢnentrefUsedtoacceptherrequesttotakeamanagerialpositionexaminationon

thegroundsthatshedidnotholdJapanesenationality.

Thislocalpublicofficerwasbominl950andheldJapaneSenationalitywhenshe

wasbombutwasdeprivedofJapanesenationalityunilaterallybythenoticeissuedwhen

theSanFranciscoPeaceTreatytookeffectonApril28,1952.Thefatherofthelocal
j

publicservanthadheldKoreannationalitywhilehermotherwasJapanese7.The

SupremeCourtdecidedthat itwas iawfUl thattheTbkyometropolitangovemment

refilsedtoacceptherrequesttotaketheexaminationwithoutconsiderationfbrsuch

circumstances.

5 JFBA:"PetitionfbrHumanRightsRemedyConcerningRevocationofAppomtmentofaForeign
TbachertoManagerialPosition(Recommendation)''(datedMarch6,2012)

https://www.nichibenren.orjp/libralylia/opmion/hr_case/data/2012/complaint_120306.pdf

6 (Gyo-TM)No.93ofl998
0 - 6

7Accordingtotheadditionalremarkoftheabovedecision,"theAppelleeWasbornmJapantoaJapanese
motherandwasbroughtupreceivingtheJapaneseeducation,butherfatherheldChosen-seki(Korean

liationality),andconsequentlytheAppelleelostJapanesenationalityregardlessofheroWnwillwhenthe

PeaceIreatywithJapanwentintoeffect." 〉
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TheJFBApointedoutwithregardtotheaboveS叩remeCoUrtdeCiSionthat ､6its

endorsementofthelbkyometropolitangovemment'stotalprohibitionoffbreign

nationalsfinmpromotiontomanagerialpositionsdisregardsequalityunderthelawiand

fi･eedomtochoOseher/hisoccupationfbrfbreignresidentsinJapan,inparticularspecial

permanentresidents8.''

IV. DiscriminationbytheSupremeCourtregardingForeignNationalConciliation

Commissioners,JudicialCommissionersandCounselors

l. InMarch2003, theHyogo-kenBarAssociationrecommendedamemberholding

KoreannationalityasacandidateasafamilyreconciliationcommissionertOtheKobe

FamilyCourt,butthecoMrqectedtheappointment.InMarch2006,theTbkyoBar

AssociationreCommendedamemberholdingKoreannationalityasacandidateasa

judicialcommissioner;b砿theappOm伽entwasraieCted,andinDecember2011,the

OkayamaBarAssociationrecommendedamemberholdingKoreannationalityasa

candidateasacounseloI;buttheappointmentwasalsorCieCted.Asjustdescribed,the

doorhasremainedclosedsince2003fbrfbreignnationalstoparticipateinjusticeas

conciliationcommissioners,judicialcommissioners,orcounselors.Inresponsetothese

raiections,eachoftheBarAssociationsdeliveredresolutionsofitsgeneralassemblyb

etc.,tOrequestappohltmentofconciliationcOmmiSsiOners,judicialcommissionersand

counselorsholdingfbreignnationality,andsentsuchwrittenresolutions,etc.,tothe

SuPremeCourt.

2． InSeptember2008,theJFBAmadeareferraltotheSupremeComfbrclarification

regardingthereasonsfbrtherequirementofholdingJapanesenationalityfbrselection

ofaconciliationcommissionerorajudiCialcommissioner9.ThePersonnelAffairs

BureauoftheGeneralSecretariatOftheS叩remeCourtthenrespondedonOctoberl4,

2008, 6stheSupremeCourtre伽加sffommakingitsownresponsetoinquiriesbythe

JFBA,buttheprocedureswithinitsofficearebelOW."AlthoUghnoprovisionsbaSedon

lawsandregulationsexist,theresponSecontinued,･Gitisassumedthatapersonholding

Japanesenationalitywillbeemployedasapublicservantwhoexercisespublicauthority

f

8JFBA:"President'sStatementomileJudgmentoftheGrandBenchintheCaseagamsttheNationality
ClausefbrQualifymgfbraTbb/oMempolitanGovemmentManagerialPosition"(datedJanuary28,
2005）

https:"www.nichibenren.orjp/activity/document/statement/year/2005/2005_JO1.html
9nleJFBAmadeareferraltitled"SimationofJUdiciaiParticipationbyPeOplewilhoutHolding
JapaneseNationality(Referral"datedSeptember25,2008totheSuPremeCoM:.
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ormakesdecisionsrelatedtoimportantpolicies,Orwhoseworkistoparticipateinthe

afbrementioned duties、 Because a conciliation cOmmissioner and a judicial

commissionerfallunderthiscategoryofapublicservant, theholdingofJapanese

natiOnalityisrequiredfbrsuchappointment.''

3. TherulesoftheSupremeCourtrelatingtoaconciliationcommissionerprovidethat

apersonwhoiseligibletobecomeaconciliationcommissioneris6#qualifiedtobean

attorney,hasexpertknowledgeandexperienceusefillfbrresolutionofcivilorfamily-

relateddisputesorhasextensiveknowledgeandexperiencegainedthroughdailylifein

society,andhasahighdegreeofintegrityandinsightwithinanagerangeoffbrtyto

lessthanseventyyears'0,"andnonationalityrequirementisincluded・Thesameapplies

fbrajudicialcommissioneroracounseloraswell.Nevertheless,refilsalofemployment

onthegroundsofnationalityandothermattersisbasedonreasonswhichthelawdoes

notsetfbrth,andwemuStsaythatthiSisagainSttheruleoflaw.inparticular,asrelates

toanattorney,apersonwhospecializesinreSolvinglegaldisputesisnaturallyassumed
令

tohaveexpertknowledgeandexperiencenecesSarytotakeoncasesinvoIvingdispute

resolution,andtherefbrethereisnoroomfbrdiscussionaboutmattersofnationality.

4. ThepurposeoftheconciliationsyStemistoresolvecivilandfamilydisputesamong

citizensbasedondiscussionandagreementbetweenpartiesconcernedbefbresuch

disputesenterintolawsuits,Moreover,thefimdamentalroleofconciliationandjudicial

commissioners istoutilizeexpertiseorextensiveknowledgeandexperiencegained

throughdailylifeinsocietyinordertoassistinresolutionofdisputeSthroughmutual

concession.Aconciliationcommissioner is solelyreSponsible fbrmediationof

discussionsbetweenpartiesconcemedandassists inreachinganagreement. Ifthe

partiesdonotreachanagreement,thenthemediationisconsideredtohavefailed,and

theconciliationcommissionercannotmakeunilateraldeterminationS.ThesameiStrue

ofajudicialcommissionerandacounselor.Therefbre,conciliationcommissioners,

judiCialcommissionersandcounselOrsonlyfimctionasmediators,anditcannotbesaid

thattheyserveaspublicservantsengagedintheexerciseofpublicauthority.InOctober

2010,researchbytheOsakaBarAssociationfbundaprecedentthatanattorneyholding

thenationalityoftheRepublicofChinabelongingtothesaidBarAssociationwas

appointedasacivilconciliationcommissionerfifomJanuaryl974toMarchl988.Yet,

theSupremeCourtcontinues torefilseemploymentoffbreignnationalattomeys

IoTheSupremeCourtWebsite:"RulesfbrCivilandFamilyConciliationCommissionerg'
http://www.courts.gojp/vcms_l"chouteiiinkisoku2.pdf
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recommendedbyeachbarassociationeventoday.

TherearemanyfbreignnationalslivinginJaPanasmembersofsociety,mcluding

speCialpennanentresidentssuchasKoreansandtheirdescendantsaswell,whohave

hadnootherchoicebuttoresideinJapanwhilelosingtheirJapanesenationality

pursuanttothenoticeissuedwhentheSanFranciscoPeaceTreatytookeffect,aswell

assettledfbreignnationals・SuchfbreignnationalsofienhaveopportunitiestomakeuSe

ofthemediationsysteminJapan.AcOnciliationcommissionerwhohasknowledgeof

culturalbackgroundsuniquetosuchpennanentresidentsandsettledfbreignnationals

maybeofserviceinanumberofcasesamongtheconciliationcases.Similarly,fbreigl

nationalsofienbecomepartiestotrialorcoMcasesinwhichjudicialcommissionelIsor

counselorsareinvolved.FromtheperspectiveoffiFeedomtochooseher/hisoccupation

andtheprincipleofequaltreatment,itisonlynamralthataconciliationcommissioner

orajudicialcommissionerholdingfbreignnationalitywouldparticipateincasesequally

tothoseholdingJapanesenationality，The,JFBApublishedthe"OpinionPaper

RequestingAppointmentofForeignNationalsasConciliationCommissionersand

JudicialCommissioner3(datedMarchl8,2009)'' aswellassubmittingarequestto

theSupremeCoMtQemployconciliationCommissionersandjudicialcommissioners

withoutdiscriminatiOnbasedonnationality'2．AIso, as fbrcouncilors, theJFBA

publishedtheGGStatementRequestmgAppointmentofForeignNationalBarMembersas

Counselorf(datedFebruaryl5,2012)'3.

Asdescribed,refilsalofafbreignnationaltobecomeaconciliationcommissioner,

judicialcommissionerorcouncilorlacks logicalreasoningandviolatesArticle26

$qualitybefbretheLaw)ofthelCCPR.

5．

ConCludmgObservations of theCommittee on theElimination ofRacial

Discrimination

V.

'' JFBA:"Op加onPaperRequestmgAppointmentofForeignNationalsasConCniationCommissioners
andJudicialCommissioner;(datedMarchl8,2009)

伽s:"Www.nichibenren.or.．"XMQglUgnmalammU_LEJf(English)

httPs:"WWW.nichibemen.orjp/libraW/ia/op耐on/rePOrtldata/090318_6.pdf(Japanese)

'2JFBAsubmittedtotheSupremeCourtarequesttitled@℃oncernmgtheMatterofAppomtmentof

ForeignNationalConciliationCommissioners(Request)"asofMarch30,2011.

'3JFBA: @GStatememRequestmgAppointmentofForeignNationalBarMembersasCounselorr(dated
Febmalyl5,2012)

https:"www.nichibenren.or.． /en/document/statements/1202152.hUl(English)
https： wnlchibenren,or､Ipdocument/statement/､ear/2012/1202157,hoI1 (Japanese)
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l. TheCommitteeontheEliminationofRacialDiscriminationstatesinitsConcluding

Observations intheThirdtoSixthReportsasofApril6,2010, @6TheCommittee

recommendsthattheStatepartyreviewitspositionsoastoallowcompetentnon-

nationals recommendedascandidates fbrmediationtowork infamilycourts.''

(Paragraphl5)14｡

Further, initsConcludingObservations intheSeventhtoNinthRepOrtsasof

September26,2014,theCommitteestates,"RecallingitsgeneralrecominendationNo.

30(2004)ondiscriminationagainstnon-citizens,theCommitteerecommendsthatthe

StatepartyreviewitspositionSoastoallowcompetentnon-citizenstoactasmediators

infamilydisputesettlementcourts.TheCommitteealsorecommendsthattheStateparty

removethelegalandadministrativerestrictionsmordertopromotemoreparticipation

bynon-citizensinpubliclifeincludingaccessto.publicjobsthatdonotrequirethe

exerciseoftheStateauthoritylpayingdueattentiontonon-citizenswhohavebeenliving

intheStatepartyfbralongtime.''(Paragraphl3)'5.

Furthermore,aisoinitsConcludingObservationsintheTenthandEleventhReports

as ofAugust 30, 2018, theCommittee states, @GBearing inmind its general

recommendationNo.30(2004)Ondiscriminationagainstnon-citizens,theCommittee

recommendsthattheStatepartyensurethatKoreanswhohavelivedinJapanfbrmany

generationsareallowedtherighttovoteinlocalelections,andserveasnationalpublic

servantswhocanalsoengageintheexerciseofpUblicauthorityanddecision-making.''

(Paragraph22)and$6Allownon-citizens,especiallylong-termfbreignresidentsandtheir

descendants,toalsohaveaccesstopublicpositionsthatengageintheexerciseofpublic

authorityorpublicdecision-making"(ParagraPh34(e))'6.

2. AsrecommendedbytheCommitteeontheEliminationofRacialDiscrminationas

abovementioned,thecurrents伽誠ioninwhichfbreignnationalteachingstafrcannot

becomea"teacher", publicservantsholdingfbreignnatiOnalitycannotassumea

managerial position, andfbreignnationalscannotbeappointedasaconciliation

committeemember,judicialcOmmissionerorcounselorisagainSttheequalityprinciple

underICCPRGeneralCommentNo・ 15andArticle26oflCCPR,whichneedstobe

rectifYedpromptly.

、
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ConclusiOn

Thus, theJFBAdesires that theHumanRightsCommitteewill includesuch

recommendations as liStedat thebeginningofthisReport in itsConcluding

ObservationstobeadoptedintherevieWoftheSeventhReportoftheGoVemmentof

VI.
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手.三画ﾉグ
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